
［参照条文］ 

 

国家公務員法（昭和２２年１０月２１日法律第１２０号）（抄） 

 

（他の役職員についての依頼等の規制） 

第１０６条の２ 職員は、営利企業等（営利企業及び営利企業以外の法人（国、国際機関、

地方公共団体、行政執行法人及び地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２

条第２項に規定する特定地方独立行政法人を除く。）をいう。以下同じ。）に対し、他の

職員若しくは行政執行法人の役員（以下「役職員」という。）をその離職後に、若しくは

役職員であつた者を、当該営利企業等若しくはその子法人（当該営利企業等に財務及び営

業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他これに準ずる機関をいう。）を支配さ

れている法人として政令で定めるものをいう。以下同じ。）の地位に就かせることを目的

として、当該役職員若しくは役職員であつた者に関する情報を提供し、若しくは当該地位

に関する情報の提供を依頼し、又は当該役職員をその離職後に、若しくは役職員であつた

者を、当該営利企業等若しくはその子法人の地位に就かせることを要求し、若しくは依頼

してはならない。 

２～４ （略） 

 

（委員会による調査） 

第１０６条の２０ 委員会は、第１０６条の４第９項の届出、第１０６条の１６の報告又は

その他の事由により職員又は職員であつた者に再就職等規制違反行為を行つた疑いがある

と思料する場合であつて、特に必要があると認めるときは、当該再就職等規制違反行為に

関する調査の開始を決定し、監察官に当該調査を行わせることができる。 

２ 任命権者は、前項の調査に協力しなければならない。 

３ 委員会は、第一項の調査を終了したときは、遅滞なく、任命権者に対し、当該調査の結

果を通知しなければならない。 

 


